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研究成果の概要：本研究は航空会社間の提携行動，および新規事業者の参入路線を主題に，理論

的分析を行っている。前者の研究成果として，複数の航空会社が提携相手を選択し，そこで実現

する提携の形態が示された点，また社会厚生の観点から見て，望ましくない提携が結ばれる場合

があり，政策的介入の必要性を主張できた点が挙げられる。後者については，新規事業者の路線

参入の分析モデルを構築でき，新規事業者が参入する路線は必ずしも社会厚生上，望ましい路線

とは限らないことを示し，参入路線への誘導政策の必要性を提案できた点である。  
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１．研究開始当初の背景 
規制緩和以降の航空市場において，市場構造

の変化と市場の成果（パフォーマンス）は常

に研究者の関心を集めている。多くの先行研

究の中で，本研究の代表者は「国際航空会社

間の提携の活発化」に焦点を当て，国際航空

ネットワークにおいて，自国大手の航空会社

と外国の航空会社の提携（共同運航）が国内

線の潜在的参入者の意思決定に与える影響を
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分析している。しかし，分析モデルの欠点と

して，①提携は既存会社間のみで行われてお

り，提携の形態が単調であること，②新規参

入の路線が限定されていること，が挙げられ

る。  

 
 
２．研究の目的 
世界的な規制緩和の潮流の中で、多くの国で

は航空産業の大幅な規制緩和が行われていた。

それにもかかわらず、規制緩和以降の市場の

寡占化・独占化という問題がしばしば指摘さ

れ、政策当局の関心の一つは市場競争の維

持・促進である。本研究は上記，先行研究の

分析モデルを拡張し，航空会社間の提携行動

及び新規事業者の参入路線に焦点を当て，そ

れらの企業間の戦略的行動による市場成果へ

の影響を明らかにする。その研究の目的は，

国際航空ネットワーク市場の社会厚生が向上

するような航空輸送政策を提案することにあ

る。  

 
 
３．研究の方法 
（１）上記１の欠点①に対して，本研究（ａ）

では，国内線の新規参入者も提携に参加する

可能性を視野に入れ，分析モデルが構築され

ている。すなわち，既存大手，外国の航空会

社，新規事業者の３社が互いに提携相手を選

択できるような状況において，どの形態の提

携（国際線で競合する国際航空会社間の提携-

水平的提携，それとも国際線と国内線の航空

会社間の提携-補完的提携）が実現するか，に

ついて３企業の価格競争モデルを用いて，理

論的な分析を行っている。さらに，内生的に

実現する提携について，社会厚生の観点から

評価を加えている。 

 

（２）上記１の欠点②に対して，本研究（ｂ）

では，潜在的な新規事業者が参入路線を選択

できるような航空ネットワークモデルが構築

されている。すなわち，新規事業者は既存大

手と直接的に競合するような路線，それとも

直接的な競争が回避できるような路線に参入

すべきかについて，複数のモデルを用いて分

析を行っている。また，社会厚生の観点から，

異なる参入路線の優位性について，議論を加

えている。 

 
 
４．研究成果 

（１）本研究（ａ）の主な成果として，日本

経済学会発表論文“Partner choices for 

strategic alliances in network markets”

が挙げられる。この研究論文では，新規事業

者とライバル社の既存大手が提携する場合に

得られる総利益は，常に補完的な外国の航空

会社と提携する場合の総利益より大きい。そ

れにもかかわらず，新規事業者は外国の航空

会社と提携するケースもある，という興味深

い結果を得ている。また，社会厚生の観点か

ら見て，企業間の提携に対する政策的介入の

必要性も明確的に提案されている。これらの

研究成果は新しいものであり，国際学術専門

誌の公刊に採択されることが期待できる。 

 

（２）本研究（ｂ）の主な成果として，日本

経済学会・航空輸送国際学会発表論文“Where 

to enter in hub-spoke networks?”および，

地域経済学会発表論文“Airline schedule 

competition and entry route choices of low 

cost carriers”が挙げられる。この２点の研

究について，前者では運賃競争モデル，後者

では便数競争モデルが構築され，新規航空会

社の視点から参入路線の選択問題が議論され

ている。また，新規事業者により高い利益を

もたらす参入路線は，社会厚生の観点から見

て必ずしも望ましい路線とは限らないことが

示され，政府による参入路線への誘導政策の



 

 

必要性が提案されている。これらのモデルの

構築は航空分析モデルでは，斬新の試みであ

り，得られた結果も興味深いものであり，明

確的に政策的な含意が得られている。したが

って，この２点の研究成果も国際学術専門誌

の公刊に採択されることが期待できる。 

 

（３）関連の研究成果について，近年，航空

規制緩和の一環として，多くの国では航空事

業者の民営化・部分民営化が盛んに行われて

いる。この動きは本研究課題と緊密な関係に

あるため，これまでの研究に新たな視点とし

て，公企業と私企業が競合しあうような側面

を導入して，関連研究を試みた。その成果と

して， 日本経済学会発表論文“Partial  

privatization and foreign private firm’s 

entry”および“Presence of foreign 

investors in privatized firms and 

privatization Policy”の２点が挙げられる。

いずれの論文も現在，国際学術誌に投稿し，

その研究成果の問う段階にある。  
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